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自由民主党
薬剤師問題議員懇談会

（世話人会 説明資料）

令和5年10月19日

日本薬剤師会
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１．物価高騰・賃金上昇を踏まえた必要な財源の確保

２．頻回・過度な薬価改定が与える薬局経営等への影響

３．診療報酬改定財源の各科技術料（医科、歯科、調剤）
の割合に応じた公平な配分の堅持

４．長期化する医療用医薬品の供給不足状態の早期改善

薬剤師・薬局に係る喫緊の主な課題

… p４

… p７

… 参考12

… p９
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５．医療ＤＸ・薬局ＤＸへの確実な対応

⇒ オンライン資格確認、電子処方箋、電子版お薬手帳、
調剤録・薬歴情報等の標準化など

６．医療・介護の同時改定を踏まえた在宅（居宅）訪問薬剤
管理のさらなる推進

７．かかりつけ薬剤師機能のより一層の普及

⇒ リフィル処方箋など

８．病院敷地内薬局の適正化

９．薬局における新型コロナウイルス感染症への対応

薬剤師・薬局に係る喫緊の主な課題

… 参考15

… 参考14
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➢ 物価高騰の影響により、調剤関連の消耗品費、電気代、ガソ
リン代等の運営経費が増加しており、薬局経営を圧迫している
状態が続いている。

➢ また、賃金上昇への対応についても、物価高騰等による経営
面への影響が大きく、多くの薬局では、従業員の処遇改善のた
めの給与の引上げを実現することが困難な状況。

➢ 次回の医療・介護の同時改定においては、物価高騰・賃金上
昇への対応を踏まえた必要な財源確保の措置をお願いしたい。

１．物価高騰・賃金上昇を踏まえた
必要な財源の確保
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薬局における物価高騰・賃金上昇に関する緊急調査の集計結果

現状、約3割の薬局が赤字経営となっているが (第23回医療経済実態調査・令和3年6月)

さらに、今回の物価高騰により多くの薬局が負担感を感じている。
(回答のあった238件中、約95%（226件）が負担が増していると回答）

物価高騰関係

電気代
空調、医薬品保管、
照明、調剤機器等

(有効回答数226件のうち、191件
（約88％）で費用負担が増加している)

ガソリン代
在宅患者への訪問、
医薬品の配送等

(有効回答数208件のうち、164件
（約79％）で費用負担が増加している)

消耗品費
特に、紙関係、インク関係、

薬袋、薬瓶等
(有効回答数226件のうち、195件

（約86％）で費用負担が増加している)

薬局における物価高騰の影響

日本薬剤師会・医療保険委員会：薬局における物価高騰・賃上げに関する緊急調査結果より
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令和５年４月からの薬剤師の賃金

ベースアップに対応
50（20.9％）

定期昇給のみ
55（23.0％）

定期昇給なし
40（16.7％）

対応未定
44（18.4％）

分からない
44（18.4％）

ｎ=239

給与の減額
6（2.5％）

令和５年４月からの薬剤師以外の賃金

ｎ=238

定期昇給のみ
67（28.1％）

定期昇給なし
26（10.9％）

分からない
45（18.9％）

対応未定
41（17.2％）

ベースアップに対応
56（23.5％）

給与の減額
3（1.2％）

ベースアップ
対応できず
96件
(40.3%)

ベースアップ
対応できず
101件
(42.3%)

2023年全産業調査では

約4割の企業が
「ベースアップ」実施

（1413社/3615社）
東京商工リサーチ実施

「2023年度の賃上げに関するアンケート調査」

ベースアップできない理由（有効回答数103件）
・物価高騰・賃金上昇による薬局経営への影響（31件）
・薬価改定による薬局経営への影響（18件）
・新型コロナウイルス感染症による影響（18件）
・報酬改定による薬局経営への影響（５件）
・その他（21件） ・分からない（10件）

賃上げへの対応状況

ベースアップできない理由は、
物価高騰・賃金上昇による
薬局経営への影響が最も多い

全産業調査によると4割の企業でベースアップが実施できているが、
薬局では、約２割しか実施できていない。

日本薬剤師会・医療保険委員会：薬局における物価高騰・賃上げに関する緊急調査結果より

薬局における賃金上昇の影響
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➢ 薬価中間年改定を含む６年連続という頻回・過度な薬価改定
は、医薬品産業に大きな影響を与えており、医薬品のライフサイ
クルの崩壊、ドラッグラグ／ロスという状況に繋がっている。

➢ また、薬局において薬剤費は保険収入の約7〜8割を占めてお
り、薬価改定の都度発生する備蓄医薬品の資産価値の減少は、
薬局経営に深刻な影響を与え続けている。

➢ これ以上の薬価の強引な引き下げは、製薬企業や医薬品卸
の経営状況を悪化させ、生産体制の確保等を遅らせる結果とな
り、医薬品の供給問題がさらに悪化することなども懸念される。

➢ 来年４月に予定されている薬価改定が、我が国の優れた医薬
品の研究・開発・製造に支障をきたさいないよう、そして、薬局経
営に過度な影響を与えないよう、十分な配慮をお願いしたい。

２．頻回・過度な薬価改定が与える
薬局経営等への影響
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➢ 薬局における調剤報酬の約74％は薬剤費が占めている。薬価改定は保険薬局の維持・
運営等に大きな影響がある。

➢ 薬価改定により、在庫医薬品の資産価値の減少のみならず、総売上の減少にもつながり、
資金繰りへも大きな影響を及ぼしている。

これらのことが薬価中間年改定により毎年起こり、
保険薬局の経営に甚大な影響を及ぼしている。

日本薬剤師会：令和2年度調剤報酬改定に伴う影響調査（令和3年度調査）報告書、
厚生労働省：第２３回医療経済実態調査、調剤医療費の動向等より作成

薬価改定による資産価値の減少

（n=185）
16％ 32.3％ 51.8％

診療所

病院

薬局

医療用医薬品の納入別の金額割合

26％ 74％

調剤報酬における薬剤料の割合

技術料

薬剤料

※令和３年度の中間年薬価改定で約4300億円分の薬価引き下げ

赤字経営

令和３年

１薬局あたり約５０万円の
資産価値が減少

約３割の保険薬局が
赤字経営

薬価中間年改定に伴う薬価の引下げ
約4,300億円のうち、2,236億円（約52％）は

薬局に対する影響
最頻階級の損益差額

年間－１６３万円
※損益差額階級別施設数集計より

薬局における薬価改定の影響
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➢ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う対応、６年連続
の薬価改定、医薬品の供給問題、そして、物価高騰・賃金上昇
など、医療現場を取り巻く環境は目まぐるしく変化しており、薬
局は非常に疲弊している状態にある。

➢ 地域において、薬局は医薬品提供体制の確保・維持を担う立
場として重要なインフラ。薬剤師・薬局は、地域医療を支える上
で必要不可欠な存在であり、地域住民へ確実かつ安定した医
薬品供給を行うためには、しっかりとした経営基盤が必要。

➢ そのためにも、診療報酬改定の財源配分（物価高騰・賃金上
昇対応分を除く）にあたっては、医科・歯科・調剤の各科技術料
の割合に応じた公平な取り扱いを堅持していただくようお願い
したい。（医科：調剤 ＝ 1：0.3）

３．診療報酬改定財源の各科技術料の割合に
応じた公平な配分の堅持

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved 10社会保障について（医療・介護）（令和元年11月14日）資料より

医科・歯科・調剤の診療報酬改定率
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参考資料

©Japan Pharmaceutical Association All Rights Reserved 12第550回中央社会保険医療協議会・総会（令和５年７月26日）資料より

薬局における医薬品の供給問題の影響➀
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薬局における医薬品の供給問題の影響②
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厚生労働大臣と関係団体との意見交換会への参加

■医療ＤＸ推進に関する厚生労働大臣と関係団体との意見交換会
■マイナ保険証利用促進のための厚生労働大臣と薬剤師・薬局関係団体との意見交換会
■「マイナ保険証、１度使ってみませんか」キャンペーン意見交換会

医療DXの実現は、医療の質の向上に資する。

マイナ保険証の活用はその第一歩であり、オンライン資
格確認システムは、その基盤となる重要な仕組み。
薬局が地域住民・患者に対してお薬手帳を普及した時
と同様に、マイナ保険証の利用を積極的に促していく必
要がある。

厚生労働省におかれては、現場での混乱やトラブルな
どが起きないよう、マイナ保険証の信頼回復に努めると
ともに、今後さらなる医療DXにおける一体的なシステ
ムへの対応における補助金や税制上の一層の支援をお
願いしたい。

【日本薬剤師会としての考え方】
■ 厚生労働省と日本薬剤師会による
マイナ保険証使用促進ポスター

マイナ保険証の利用促進に係る薬剤師・薬局の対応

マイナ保険証利用促進のための厚生労働大臣と薬剤師・薬局関係団体との意見交換会等資料より
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医療機関による敷地内薬局の公募要件
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• 誠に残念。警察の捜査により事件全
貌が解明されるまで、引き続き注視
していく。

• 当該企業には、事件発生という事実
を真摯に受け止め、グループ企業全
体として捜査に協力するとともに、患
者や関係者の信頼回復に向けた対
応に努めることを強く望む。

• 敷地内薬局を認めるべきでないと主
張してきた理由は、医療機関と当該
薬局との関係性が、結果的に健康
保険事業の健全な運営の確保に支
障をきたすことに繋がる、そのような
問題をはらんでいることを懸念して
いたからにほかならない。

日薬コメント （抜粋）

病院敷地内薬局に係る競売入札妨害事件
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